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おわりに
はじめに
．刑法改正による交通犯罪の司法処理の多様化
近年，刑法改正により交通犯罪()に対する司法処理が大きく変化して
いる()。平成13年に，刑法の一部を改正する法律（平成13年法律第138
号）が成立し，危険運転致死傷罪（刑法208条の）が新設された()。平
成16年には，刑法等の一部を改正する法律（平成16年法律第156号）によ
り，同罪の懲役刑の上限が「10年以下」から「15年以下」に改められ
た()。平成18年には，刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（平成
18年法律第36号）により，業務上過失致死傷罪（211条項）の罰金刑の
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上限が「50万円以下」から「100万円以下」に改められた()。平成19年に
は，刑法の一部を改正する法律（平成19年法律第54号）により，「四輪以
上の自動車」とされていた危険運転致死傷罪の対象が，「自動車」と改め
られ，二輪車にも適用できるよう改正され，また，自動車運転過失致死傷
罪（刑法211条項）が新設され，同罪の刑の上限が，業務上過失致死傷
罪（刑法211条項）の「年以下の懲役若しくは禁錮」よりも重い「
年以下の懲役若しくは禁錮」と規定された()。
このような刑法改正により，交通犯罪の司法処理は多様化され（図
「自動車事故の司法処理の多様化」），下記のように多くの判断が必要とな
った。第が，罪種の判断である。自動車運転過失致死傷罪（刑法211条
項）が適用される場合と危険運転致死傷罪（刑法208条の）が適用さ
れる場合に分けられる()。第が，刑種の選択である。危険運転致死傷
罪では懲役刑のみであるが，自動車運転過失致死傷罪では，懲役刑か，禁
錮刑か，罰金刑のいずれかが選択される。罰金刑が選択される場合には通
常，略式命令請求され，懲役刑か禁錮刑のいずれかが選択される場合には
公判請求される。第が，刑期の判断である。危険運転致死傷罪が適用さ
れる場合，人を負傷させた者に対しては刑期は15年以下，人を死亡させた
者に対しては刑期は年以上となる。自動車運転過失致死傷罪が適用され
る場合には，刑期は年以下となる。第が，実刑・執行猶予の判断であ
る。前に禁錮以上の刑に処せられたことがない者，もしくは（前に禁錮以
上の刑に処せられたことがあっても）その執行を終わった日からまたはそ
の執行の免除を得た日から年以内に禁錮以上の刑に処せられたことがな
い者が，年以下の懲役・禁錮または50万円以下の罰金の言渡しを受けた
場合には，情状により刑の執行が猶予されることがある（刑法25条項）。
また，（前に禁錮以上の刑に処せられたことがあっても）その執行を猶予
された者が年以下の懲役または禁錮の言渡しを受け，情状に特に酌量す
べきものがある場合にも，刑の執行が猶予されることがある（刑法25条
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項）。第が，執行猶予期間の判断である。執行猶予期間は，裁判が確定
した日から年以上年以下である（刑法25条）。第が，保護観察付の
判断である。刑法25条項の場合には，その期間中，保護観察を付けるこ
とができ，また，刑法25条項の場合には，その期間中，保護観察を付す
ることとなっている（刑法25条の第項）。
．近年の交通犯罪の発生状況と司法処理の状況
（）交通犯罪の発生状況
まずは，近年の交通犯罪の発生状況について簡単に確認しておきたいと
思う。図は，昭和21年から平成21年までの交通事故の発生件数と交通事
故による死傷者の推移を示したものである。いずれも減少傾向にあり，平
成21年の発生件数は736,688件，死亡者数は4,914人，負傷者数は910,115
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図 交通犯罪の司法処理の多様化
人であった(	)。
平成21年の危険運転致死傷の検挙人員は317人であり，自動車運転過失
致死傷等の検挙人員は718,633人であった(
)。このうち，致死事件の検挙
人員は，危険運転致死が27人，自動車運転過失致死（業務上過失致死を含
む）が4,227人，過失致死（重過失致死を含む）が23人であった(10)。
図は，平成年以降のひき逃げ事件（人の死傷を伴う道路上の交通事
故に係る救護措置義務違反）の発生件数及び検挙率の推移を示したもので
ある。平成21年の発生件数は12,350件であった(11)。
図は，道路交通法違反における送致事件の取締件数と主要な違反態様
の推移を示したものである。速度超過，酒気帯び・酒酔い，無免許はいず
れも近年減少おり，平成21年は，速度超過が232,423件，酒気帯び・酒酔
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図 交通事故の発生件数・死傷者数の推移
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）23頁)
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図 道路交通法違反における送致事件の取締件数と主要な違反態様の推移
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）25頁)
図 ひき逃げ事件（人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る
救護措置義務違反）の発生件数及び検挙率
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）24頁)
いが41,801件，無免許が36,817件であった(12)。
（）検察庁における処理状況
図は，平成21年における危険運転致死傷，自動車運転過失致死傷およ
び道路交通法違反の検察庁終局処理人員の処理区分別構成比を示したもの
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図 交通犯罪における検察庁終局処理人員の処理区分別構成比
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）26頁)
図 危険運転致死傷による公判請求事件の態様別構成比
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）26頁)
である。危険運転致死傷では，全体の81.0％が公判請求された(13)。それ
に対して，自動車運転過失致死傷では，全体の87.2％が不起訴となり，公
判請求されたのは0.9％，略式命令請求されたのは8.5％であった(14)。ま
た，図は，平成21年の危険運転致死傷による公判請求事件の態様別構成
比を示したものである。飲酒等影響型が64.5％，赤信号無視型が27.7％で，
これらが全体の90％以上を占めている。
（）裁判所における処理状況
図は，平成21年に，危険運転致死傷や自動車運転過失致死傷・業務上
過失致死傷，道路交通法違反により第一審で懲役・禁錮を言い渡されたも
のについて，罪名別に，刑期別構成比を示したものである。危険運転致死
では，すべて実刑であった。刑期は，年超が最も多く57.9％であった。
危険運転致傷では，実刑となった者は28.4％で，執行猶予となった者は
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図 危険運転致死傷，自動車運転過失致死傷・業務上過失致死傷，道路交通
法違反の通常第一審有罪人員（懲役・禁錮）の刑期別構成比
（出典：法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）27頁)
71.6％であった。実刑となった者の刑期は，年以上が最も多く11.4％，
次いで年以上が8.0％であった。執行猶予となった者の刑期は，年以
上が最も多く41.8％，次いで年以上が28.4％であった。自動車運転過失
致死傷・業務上過失致死傷では，執行猶予となった者がほとんどで90.9％
であった。執行猶予となった者の刑期は，年以上が最も多く54.6％，次
いで月以上が22.5％であった。他方で，実刑となった者の刑期は，年
以上が最も多く3.2％，次いで年以上が2.7％であった。なお，平成21年
に通常第一審で罰金の言渡しを受けた者は179人であった(15)。
．交通犯罪の量刑基準に関する調査について
（）調査目的
自動車事故の態様や被害の程度，またそれに関わる加害者の有責性は多
様であるから，近年の刑法改正により，司法処理が多様化したことは評価
される。だが，このような多様化により複雑化し，これまで確立した量刑
基準の一部が変更されたものと推察される。平成13年の改正から10年ほど
経ち，裁判例が集積してきたことから，裁判例の量的な観測をした場合に
は，一定の法則性（基準）が見いだされるのではないだろうか。そこで，
未公刊の裁判例をサンプルとして，公判請求された事件を中心に，近年の
交通犯罪の量刑基準（刑種の選択基準，刑期の判断基準，実刑・執行猶予
の判断基準）を調査することとした。
（）調査手続
①調査対象
対象としたのは，東京地方裁判所に業務上過失致死傷罪（自動車運転過
失致死傷罪）で起訴され，同罪で有罪の言渡しを受け，平成19年中に確定
した裁判例363例（その他刑法犯や特別法犯が併合審理されている事件を
含む）と，全国の地方裁判所において危険運転致死傷罪で起訴され，同罪
で有罪の言渡しを受け，平成19年中に確定した裁判例249例である（その
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他刑法犯や特別法犯が併合審理されている事件を含む)(16)(17)。
②調査方法
調査は，対象とした判決謄本を熟読して，調査票に記入して，それから
データを集計するという方法で実施した。調査票は，研究代表者が収集し
た判決を一部読んだうえで，先行研究(18)をもとにして作成した（表	
「自動車事故における交通犯罪の量刑 調査票」参照）。調査項目（アイテ
ム）は，次のとおりである。
【調査項目（アイテム）】
①性別，②犯行時年齢，③犯罪日時（（）発生月，（）発生時間帯），
④犯行時の職業，⑤判決の主文（（）刑種，（）有期刑の科刑状況，
（）罰金の科刑状況，（）執行猶予の有無，（）保護観察の有無），⑥
加害車両，⑦被害者数（（）死亡者数，（）負傷者数，（）傷害の程
度（最も重い負傷者），（）後遺症（最も重い負傷者）），⑧主たる罪名，
⑨運転免許，⑩ひき逃げ（（）救護不措置，（）不申告），⑪飲酒の有
無，⑫被告人の法令違反，⑬事故の態様，⑭被告人の速度超過，⑮被害者
または第三者の過失，⑯被害時の行動，⑰示談，⑱賠償額，⑲被告人の出
捐，⑳前科の有無，㉑被害者感情，㉒その他量刑に関する事項
調査項目（アイテム）については，判決に記載されている内容が，調査
項目のカテゴリーに該当するかどうかでチェックしている(19)。
調査票への記入は，筆者とともに，名の研究アシスタント（刑事法学
を専攻する博士後期課程の大学院生）が行った(20)。記入者の主観を加え
ないよう調査票に記入するため，度目に記入した者とは異なる者が，再
度，判決謄本を熟読し，調査票に記入された項目をチェックするという体
制をとった。データの集計は，筆者が行った。
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表	 自動車事故における交通犯罪の量刑 調査票
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（）本稿の構成
第章では，調査データにもとづき業務上過失致死傷罪（自動車運転過
失致死傷罪）における量刑基準（刑種の選択基準，刑期の判断基準，実
刑・執行猶予の判断基準）を分析する。第章で調査データにもとづき危
険運転致死傷罪における量刑基準（刑種の選択基準，刑期の判断基準，実
刑・執行猶予の判断基準）を分析する。以上の分析結果を踏まえて，第
章では，交通犯罪の量刑基準について総合的な分析・検討を行いたいと思
う。
第章 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）の
量刑基準
第節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）
が適用された交通犯罪の状況
業務上過失致死傷罪が適用された交通犯罪の状況について集計した結果
を，被告人の属性，事故の状況，事故後の状況，司法処理に分けて確認し
ておきたい。＊(SA)＝ Single Answer，(MA)＝Multiple Answer
．被告人の属性
①性別（SA）
被告人は，男性が92.6％（336人），女性が7.4％（27人）であった。
②犯行時年齢（SA）
犯行時年齢（図
）は，30歳代が最も多く24.2％で，次いで20歳代
（20〜24歳・25〜29歳）が20.4％，50歳代が19.6％であった。未成年（20
歳未満）は，1.1％（人）であった。また，65歳以上（65〜75歳，75歳
以上）の高齢者は，9.9％（36人）であった。
③犯行時職業（SA）
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被告人の犯行時職業については，85.9％が不明であった。これは，判決
に記載された個人情報（本籍，住所，氏名，職業）が，プライバシーの関
係上，マスキングされているためである。
④前科（最も重い前科・前歴）（SA）
前科については，48.2％（175人）が記載なし・不明であった。これは，
調書判決のため，量刑の理由が記載されていないものが多く存在している
ことが原因である。記載のあったものを確認すると，交通違反歴が16.0％
（58人），罰金が10.2％（37人），禁錮刑以上（執行猶予を含む）が10.5％
（38人）であった。前科・前歴なしは15.2％（55人）であった。
．事故の状況
①発生月・時間帯（SA）
事故が発生した月（図10）は，月が7.4％，月が7.4％，月が
11.8％，月が7.7％，月が5.2％，月が8.0％，月が6.3％，	月が
8.5％，
月が7.7％，10月が8.3％，11月が12.1％，12月が9.4％であった。
また，事故が発生した時間帯（図11）は，〜時未満が6.9％，〜
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図
 犯行時年齢
時未満が3.9％，〜時未満が10.2％，〜	時未満が11.6％，	
〜10時未満が9.6％，10〜12時未満が9.6％，12〜14時未満が9.1％，
14〜16時未満が6.1％，16〜18時未満が9.4％，18〜20時未満が7.7％，
20〜22時未満が8.8％，22〜24時未満が7.2％であった。
②加害車両（SA）
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図10 発生月
図11 発生時間帯
加害車両（図12）は，普通・軽乗用車が49.0％（178例），普通・軽貨物
自動車が34.4％（125例），大型・中型貨物自動車が8.3％（30例），二輪車
（原付を含む）が8.0％（29例）で，その他が0.3％（例（バス））であっ
た。
③事故の態様（SA）
事故の態様（図13）は，車両対人（自転車乗車中を含む）が45.2％
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図12 加害車両
図13 事故の態様
（164例），車両相互が50.4％（183例），車両単独が2.2％（	例）であった。
また，複合・その他が2.2％（	例）であった。
④被告人の法令違反等（MA）
事故発生の背景となる被告人の法令違反（表14）については，安全不確
認が最も多く84.6％（307例），次いで，漫然運転が69.7％（253例），信号
無視が20.1％（73例），動静不注視が16.3％（59例），脇見運転が11.6％
（42例）であった(21)。
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表14 被告人の法令違反
被告人の法令違反の態様 ％
信号無視 20.1
通行区分 0.6
最高速度 2.8
横断・転回等 0.5
追越し 0.3
右折違反 1.1
左折違反 0.0
優先通行妨害 1.4
交差点安全進行 3.3
歩行者妨害等 0.0
徐行違反 0.8
一時不停止 6.3
安
全
注
意
義
務
運転操作 9.9
漫然運転 69.7
脇見運転 11.6
動静不注視 16.3
安全不確認 84.6
安全速度 3.0
その他 2.2
飲酒の有無（表15）については，13.8％（50例）が飲酒による事故であ
った。11.6％（42例）が酒酔い・酒気帯び運転による事故で，2.2％（	
例）が基準値以下・検知／調査不能による事故であった(22)。
事故時の速度超過については，96.4％（350例）が「記載なし・不明」
もしくは「違反なし」であった。全体的な傾向として，事故時の速度がお
おむね記載されてはいるものの，制限速度が記載されていないことが多か
ったことから，どの程度速度が超過しているかまでは算出できなかった。
⑤ひき逃げ（MA）
救護不措置であった事件は17.4％（63例）で，不申告であった事件は
18.5％（67例）であった（これらの多くが両方に該当する）。
⑥被害時の行動・被害者または第三者の過失（MA）
被害時の行動（図16）については，「横断歩道上を横断」が最も多く
33.1％（120例），次いで，「自動二輪車乗車中」が19.8％（92例），「自動
車乗車中」が19.3％（70例），「自転車乗車中」が18.5％（67例），「相手車
同乗中」が9.9％（36例）であった。
被害者または第三者の過失については，過失なし・不明が90.6％（329
例）で，ほとんどの被害者に過失はなかった。
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表15 飲酒の有無・程度
飲酒の有無・程度 ％
飲酒なし 86.2
酒酔い 0.3
酒気帯び（0.25以上） 2.5
酒気帯び（0.25未満） 8.8
基準以下の飲酒 0.6
検知不能（飲酒あり） 0.8
調査不能 0.8
．事故後の状況
①被害者との示談等（SA）
示談の成否については，63.9％（232例）が記載なし・不明であった。
記載されているものを確認したところ，成立・成立見込みが28.1％（102
例），不成立が8.0％（29例）であった。
賠償額については，94.2％（342例）が記載なし・不明であった。これ
は，調書判決であることから，量刑の理由が記載されていなかったことに
加え，一部の支払いのみが記載されているケースも多かったためである。
被害弁償の被告人の出捐については，49.0％（178例）が記載なし・不
明であった。記載されているものを確認したところ，全額自己負担は
1.1％（例）で，一部自己負担が7.2％（26例）で，保険による支払い・
その他が39.4％（143例）であった。自己負担していないものは，3.3％
（12例）であった。
②被害者感情（SA）
被害者感情についても同様に，61.7％（224例）で記載なし・不明であ
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図16 被害時の行動
被害時の行動 ％
横断歩道上を横断 33.1
歩道または安全地帯上を歩行 3.0
その他歩行中 2.5
自動車乗車中 19.3
自動二輪車乗車中 19.8
原付乗車中 5.8
自転車乗車中 18.5
加害者同乗中 5.2
相手車同乗中 9.9
その他 2.5
った。記載されているものを確認したところ，宥恕・寛大な刑を要求した
事例は12.9％（47例）であり，被害感情大・厳罰を要求した事例は25.3％
（92例）であった。
．司法処理
①罪名
罪名（表17）については，業務上過失傷害のみが適用された事例が最も
多く41.0％（149例）であった。次いで，業務上過失傷害と道路交通法違
反の併合罪が適用された事例が24.8％（90例），業務上過失致死のみが適
用された事例が21.8％（79例）であった。
また，法改正後の自動車運転過失致死傷が適用された事例は5.2％（19
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表17 罪名
罪 名 事例数 ％
業務上過失傷害 149 41.0
業務上過失傷害，道路運送車両法違反 1 0.3
業務上過失傷害，道路交通法違反 90 24.8
業務上過失傷害，道路交通法違反，傷害 1 0.3
業務上過失傷害，道路交通法違反，犯人隠避教唆 3 0.8
業務上過失致死 79 21.8
業務上過失致死，業務上過失傷害 4 1.1
業務上過失致死，道路交通法違反 5 1.4
業務上過失致死傷 9 2.5
業務上過失致死傷，道路交通法違反 3 0.8
自動車運転過失傷害 3 0.8
自動車運転過失傷害，道路交通法違反 10 2.8
自動車運転過失致死 4 1.1
自動車運転過失致死，道路交通法違反 2 0.6
総 数 363 100.0
例）であった。その内訳は，自動車運転過失傷害のみが適用された事例が
0.8％（例），自動車運転過失傷害と道路交通法違反の併合罪が適用され
た事例が2.8％（10例），自動車運転過失致死のみが適用された事例が
1.1％（例），自動車運転過失致死と道路交通法違反の併合罪が適用され
た事例が0.6％（例）であった。
②刑種・刑期（SA）
刑種は，懲役が31.9％（116例）で，禁錮が68.0％（247例）であった。
刑期（図18）は，月未満が0.8％（例），月以上年未満が22.3％
（81例），年以上年月未満が38.0％（138例），年月以上年未満
が17.6％（64例），年以上年月未満が11.3％（41例），年月以上
年以下が9.1％（33例），年超え年以下が0.8％（例）であった。
③執行猶予の有無・期間（SA）
執行猶予の有無（図19）については，単純執行猶予が84.5％（307例），
保護観察付執行猶予が2.8％（10例），実刑（執行猶予なし）が12.7％（46
例）であった。
執行猶予となった事例（317例）の執行猶予期間の内訳（図20）は，
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図18 刑期
年が1.3％（例），年が61.8％（196例），年が29.0％（92例），年
が7.9％（25例）であった。
④その他の量刑に関する事項（MA）
量刑に関する事項については，45.7％（166例）が記載なし・不明であ
った。これは，調書判決が多く，量刑の理由が記載されていなかったこと
による。記載されているもののなかで，主に減軽事由について確認したと
194
図19 執行猶予の有無
図20 執行猶予期間
ころ，「養うべき家族がいる」としたものが6.1％（22例），「身元がしっか
りしている」としたものが28.7％（104例），「若年である」としたものが
1.7％（例），「老年である」としたものが0.8％（例），「自首した」と
したものが1.1％（例），「社会的制裁を受けた」としたものが9.4％（34
例），「その他」が36.1％（131例）であった。
第節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）
における刑種の選択基準
以下ではまず，業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）におけ
る刑種の選択基準を分析していく。
．分析手続
（）分析対象
分析の対象は，上記調査対象と同様の363例である。
（）分析方法
分析には，数量化理論第Ⅱ類を用いた。分析では，まず変数の選別をせ
ずに線形判別を行い，次に変数増減法を用いたマハラノビス距離の判別を
行って，最適なモデルの探索を行った。変数増減法とは，判別や回帰に寄
与する割合が大きい変数を少数選択するという特徴を持つ変数選択方法で
ある。まず最初に全変数のうち判別や回帰に寄与する割合が最大のものを
取り込み，以後はすでに取り込まれた説明変数との共有部分を除いて，単
独で判別や回帰に寄与する割合が最大の変数を取り込んでいく。そして，
すでに取り込んだものに対して，単独で判別や回帰に寄与している割合が
最小のものがないかを調べ，あればそれを追い出す。そして，取り込むべ
き変数も追い出すべき変数もなくなった時に変数の選択を終了するという
ものである。変数増減法を用いることで，全因子のなかから効率的に重要
なものだけを取り上げることができる。また，マハラノビス距離とは，観
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測されたデータの情報をそのデータと各群に代表される標本平均ベクトル
との距離を定義して，距離の小さい方の群へと判別する方法である。マハ
ラノビス距離を用いることで，（両群の標本分散共分散行列に大きな差が
あり，データ数が十分に大きい場合には）線形判別よりも有効に判別する
ことができる。
目的変数は，「懲役」（117例），「禁錮」（246例）のカテゴリーである。
説明変数は，21アイテム・58カテゴリーである。なお，各カテゴリーは，
単純集計とクロス集計の結果から，見直し（統合）を行った。
．分析結果
（）変数選別をしない線形判別による分析結果
①分析精度
表21は，相関比と各群の平均値を示したものである。相関比は0.799で
あった［p＝0.000，p≧0.01］。各群の平均は，「懲役」が1.3040で，「禁
錮」が−0.6124であった。
表22は，対象とした363例の判別結果を示したものである。実績群は，
実際の懲役・禁錮の判断であり，推定群は，分析結果から算出された基準
によって推定された懲役・禁錮の判断である。判別的中率は97.2％であっ
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表21 相関比と各群の平均値
平均 分散 標準偏差
懲役 1.3040 0.5315 0.7290
禁錮 −0.6124 0.0464 0.2154
全体 0.0000 1.0000 1.0000
相関比 0.799
p値 0.000
判定 [**]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
た。「懲役」（116例）の群は，96.6％（112例）が推定どおりであり，
3.4％（例）は禁錮が妥当だと推定された。「禁錮」（247例）の群は，
97.6％（241例）が推定どおりであり，2.4％（例）は懲役が妥当だと推
定された。
②アイテム・カテゴリーの反応
レンジの上位10位は次のとおりである（表23）。
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表22 判別的中点による判別
実績群
懲役 禁錮
n 116 247
推定群
懲役
118 112 6
96.6％ 2.4％
禁錮
245 4 241
3.4％ 97.6％
判別的中率 97.2％
表23 カテゴリースコア・レンジ
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
告
人
の
属
性
性別
男
女
336
27
0.008
−0.103
0.111 13位 0.788 [ ]
年齢層
20歳未満
20〜29歳
30〜49歳
50〜64歳
65歳以上
4
74
153
96
36
0.045
−0.022
−0.022
0.058
−0.022
0.081 16位 0.006 [**]
加害車両
普通・軽乗用車
普通・軽貨物車
大型・中型自動車
二輪車(原付を含む)・その他
178
125
30
30
0.019
−0.034
−0.099
0.127
0.226 10位 0.000 [**]
死亡者数
死亡者あり 106 0.008 0.011 20位 0.000 [**]
198
被
害
者
死亡者なし 257 −0.003
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
211
61
91
0.034
0.149
−0.178
0.327 位 0.000 [**]
後遺症（最も
重い負傷者）
あり
なし
64
299
−0.156
0.033
0.189 11位 0.000 [**]
運転免許
取消・停止・無免許
運転時携帯
34
329
1.021
−0.105
1.126 位 0.000 [**]
ひ
き
逃
げ
救護不措置
該当
非該当
63
300
0.652
−0.137
0.789 位 0.000 [**]
不申告
該当
非該当
67
296
0.585
−0.132
0.718 位 0.000 [**]
飲酒
飲酒あり(基準値以下など含む)
飲酒なし
50
313
1.185
−0.189
1.375 位 0.000 [**]
事
故
の
状
況
事故の態様
車両対人(自転車乗車中を含む)
車両相互
車両単独
複合・その他
164
183
8
8
0.002
−0.018
0.374
−0.017
0.392 位 0.002 [**]
被害者または
第三者の過失
あり
なし
34
329
0.045
−0.005
0.049 17位 0.135 [ ]
示談
成立・成立見込み
不成立
記述なし・不明
102
29
232
0.067
−0.162
−0.009
0.229 
位 0.001 [**]
被告人の出捐
全額自己負担
一部自己負担(＋保険によ
る支払い)
保険による支払い・その他
出捐なし
記述なし・不明
4
26
143
12
178
0.092
−0.230
0.009
0.278
0.006
0.507 位 0.109 [ ]
前科の有無
交通違反前歴
罰金
禁錮以上(執行猶予を含む)
前科・前歴なし
記述なし・不明
58
37
38
55
175
−0.110
0.007
0.183
−0.047
0.010
0.293 	位 0.000 [**]
被害者感情
宥恕・寛大な刑を要求
被害感情大・厳罰を要求
記述なし・不明
47
92
224
0.112
0.045
−0.042
0.154 12位 0.122 [ ]
そ
の
養うべき家族
がいる
該当
非該当
22
341
0.080
−0.005
0.085 15位 0.627 [ ]
位は「飲酒」［p＝0.000，p≧0.01］であった。運転時に飲酒してい
る場合には，懲役刑を選択する傾向が見られた。これは，酒気帯び運転
（道路交通法65条項）の罰則が，酒に酔った状態（アルコールの影響に
より正常な運転ができないおそれがある状態）にあった場合には年以下
の懲役または100万円以下の罰金と規定され（道路交通法117条の第
号），また，身体に政令で定める程度以上にアルコールを保有する状態に
あった場合には年以下の懲役または50万円以下の罰金と規定され（道路
交通法117条のの第号），いずれも選択肢として禁錮刑が規定されて
いないことから，道路交通法違反との併合罪となる場合には懲役刑が選択
されることを示している。
位は「運転免許」［p＝0.000，p≧0.01］であった。運転免許の取消・
停止の場合や，いわゆる無免許運転の場合（免許が交付されていない場合
や有効期限が切れている場合など）には，懲役刑を選択する傾向が見られ
た。これも酒気帯び運転の罰則と同様に，無免許運転（道路交通法64条）
の罰則が，年以下の懲役または30万円以下の罰金と規定され（道路交通
法117条の 第 号），選択肢として禁錮刑が規定されていないことから，
道路交通法違反との併合罪となる場合には懲役刑が選択されることを示し
ている。
位は「救護不措置」［p＝ 0.000，p≧ 0.01］で，位は「不申告」
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他
の
量
刑
に
関
す
る
事
項
身元がしっか
りしている
該当
非該当
104
259
−0.018
0.007
0.025 19位 0.003 [**]
自首した
該当
非該当
4
359
0.103
−0.001
0.104 14位 0.003 [**]
社会的制裁を
受けた
該当
非該当
34
329
−0.031
0.003
0.034 18位 0.226 [ ]
その他
該当
非該当
131
232
0.003
−0.002
0.005 21位 0.011 [*]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
［p＝0.000，p≧0.01］であった。いずれもひき逃げに該当するのであり，
このような場合には，懲役刑を選択する傾向が見られた。これは，救護不
措置（道路交通法72条項前段）の罰則が，年以下の懲役または50万円
以下の罰金と規定され（道路交通法117条項），また当該車両等の交通に
よる人の死傷が当該運転者の運転に起因するものである場合には10年以下
の懲役または100万円以下の罰金と規定され（道路交通法117条項），不
申告（道路交通法72条項後段）の罰則が，月以下の懲役または万円
以下の罰金と規定され（道路交通法119条項10号），いずれも選択肢とし
て禁錮刑が規定されていないことから，道路交通法違反との併合罪となる
場合には懲役刑が選択されることを示している。
位は「被告人の出捐」［p＝0.174］であった。被告人が被害者側に見
舞金などを全く出捐していない場合には，（禁錮刑よりも重い）懲役刑を
選択する傾向が見られた。
位は「事故の態様」［p＝0.001，p≧0.01］であった。スピード超過
やハンドル操作のミスによって工作物に衝突するなどの車両単独事故の場
合には，懲役刑を選択する傾向が見られた。
位は「負傷者数」［p＝0.000，p≧0.01］であった。負傷した被害者
が人以上いる場合には，懲役刑を選択する傾向が見られた。
	位は「前科の有無」［p＝0.000，p≧0.01］であった。禁錮以上（執
行猶予を含む）の前科がある場合には，懲役刑を選択する傾向が見られた。

位は「示談」［p＝0.000，p≧0.01］であった。示談が成立している
場合（成立見込みを含む）に，懲役刑を選択する傾向が見られた。しかし，
このアイテムについては，232例が成立しているかどうかが不明であるこ
とから，これらが分かれば，異なる反応が得られるのではないだろうか。
10位は「加害車両」［p＝0.000，p≧0.01］であった。「二輪車（原付を
含む）・その他」では，道路交通法違反の併合罪となる場合が多いことが
影響しているものと思われる。
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③線形判別による結果
表24は，対象とした363例の判別結果をサンプルスコア階級別に示した
ものである。判別的中点は，−0.2595であった。懲役の群において，判別
的中点を下回る「−0.75〜−0.25」の階級（禁錮と推定）に例が適合し
た。他方で，禁錮の群において，判別的中点を上回る「−0.75〜−0.25」
の階級（懲役と推定）には例，「− 0.25〜0.25」の階級には例，
「0.25〜0.75」の階級には例が適合した。
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表24 サンプルスコア階級別度数表
階級 n
階級幅 階級値 全体 懲役 禁錮
−1.75〜−1.25 −1.50 0 0 0.0％ 0 0.0％
−1.25〜−0.75 −1.00 65 0 0.0％ 65 26.3％
−0.75〜−0.25 −0.50 181 4 3.4％ 177 71.7％
−0.25〜0.25 0.00 3 0 0.0％ 3 1.2％
0.25〜0.75 0.50 10 9 7.8％ 1 0.4％
0.75〜1.25 1.00 64 63 54.3％ 1 0.4％
1.25〜1.75 1.50 10 10 8.6％ 0 0.0％
1.75〜2.25 2.00 15 15 12.9％ 0 0.0％
2.25〜2.75 2.50 12 12 10.3％ 0 0.0％
2.75〜3.25 3.00 1 1 0.9％ 0 0.0％
3.25〜3.75 3.50 2 2 1.7％ 0 0.0％
3.75〜4.25 4.00 0 0 0.0％ 0 0.0％
合計 363 116 100.0％ 247 100.0％
判別的中点による推定群
判別的中点 −0.2595
（）変数増減法を用いたマハラノビス距離の判別による分析結果
①分析精度
表25は，マハラノビス距離の判別による結果を示したものである。判別
的中率は98.3％であった。「懲役」（116例）の群は，96.6％（112例）が推
定どおりであり，3.4％（例）が禁錮が妥当だと推定された。「禁錮」
（247例）の群は，99.2％（245例）が推定どおりであり，0.8％（例）が
懲役が妥当だと推定された。
②変数増減法によるモデル式
表26は，変数増減法によるモデル式を示したものである。変数増減法に
よって，次のつのアイテムが選別された。レンジ位は「飲酒」［p＝
0.000，p≧ 0.01］，位は「運転免許」［p＝ 0.000，p≧ 0.01］，位は
「救護不措置」［p＝0.000，p≧0.01］，位は「不申告」［p＝0.000，p≧
0.01］，位は「負傷者数」［p＝0.000，p≧0.01］，位は「後遺症（最
も重い負傷者）」［p＝0.000，p≧0.01］であった。
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表25 マハラノビス距離の判別による結果
実績群
懲役 禁錮
n 116 247
推定群
懲役
114 112 2
96.6％ 0.8％
禁錮
249 4 245
3.4％ 99.2％
判別的中率 98.3％
．刑種の選択基準に関する小括
すべての分析結果において，非常に高い分析精度があらわれた。懲役刑
はおおむね，酒気帯び運転（道路交通法65条項），無免許運転（道路交
通法64条），救護不措置（道路交通法72条項前段），不申告（道路交通法
72条項後段）などの道路交通法違反との併合罪において選択されている
（表27「罪名と刑種の関係」参照）。これは道路交通法違反の罰則に禁錮刑
が規定されていないことから，併合罪となる場合に懲役刑が選択されるこ
とが定着しているものと分析される。したがって，業務上過失致死傷罪
（自動車運転過失致死傷罪）における刑種の選択基準は，併合罪となるか
どうかにより決定されていると結論づけることができよう。これらの犯行
態様はいずれも，社会的非難の大きいものであるから，業務上過失致死傷
罪（自動車運転過失致死傷罪）において，これらの量刑因子が（同罪で最
も重い刑罰である）懲役刑の選択に影響していることは国民感覚とも合致
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表26 変数増減法によるモデル式
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
害
者
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
211
61
91
0.047
0.129
−0.196
0.325 位 0.000 [**]
後遺症（最も
重い負傷者）
あり
なし
64
299
−0.176
0.038
0.214 位 0.000 [**]
運転免許
取消・停止・無免許
運転時携帯
34
329
1.099
−0.114
1.213 位 0.000 [**]
ひ
き
逃
げ
救護不措置
該当
非該当
63
300
0.771
−0.162
0.933 位 0.000 [**]
不申告
該当
非該当
67
296
0.472
−0.107
0.578 位 0.000 [**]
飲酒
飲酒あり（基準値以下など
含む）
飲酒なし
50
313
1.242
−0.198
1.441 位 0.000 [**]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
するであろう。だが他方で，画一的に運用されすぎているきらいがあり，
単純一罪の場合にも，刑の軽重（刑法10条）を考慮し，懲役刑が選択され
る場合があってもよいのではないかと思われる。
では最後に，以上に示した刑種の選択基準に適合しない事例をつ紹介
し，簡潔に分析・検討しておきたいと思う。
下記の【事例】は，業務上過失傷害が適用された事例で懲役刑が選択
されたものである。【事例】では，「制限速度の倍を超えるいわば暴走
運転」であると量刑の理由に明記されているが，制限速度違反については
公訴提起されてはいないため，余罪として考慮され，懲役刑が選択された
ものと推察される。
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表27 罪名と刑種の関係
懲 役 禁 錮
事例数 ％ 事例数 ％
業務上過失傷害 1 0.9 148 59.9
業務上過失傷害，道路運送車両法違反 0 0.0 1 0.4
業務上過失傷害，道路交通法違反 90 77.6 0 0.0
業務上過失傷害，道路交通法違反，傷害 1 0.9 0 0.0
業務上過失傷害，道路交通法違反，犯人隠避教唆 3 2.6 0 0.0
業務上過失致死 0 0.0 79 32.0
業務上過失致死，業務上過失傷害 0 0.0 4 1.6
業務上過失致死，道路交通法違反 5 4.3 0 0.0
業務上過失致死傷 1 0.9 8 3.2
業務上過失致死傷，道路交通法違反 3 2.6 0 0.0
自動車運転過失傷害 0 0.0 3 1.2
自動車運転過失傷害，道路交通法違反 10 8.6 0 0.0
自動車運転過失致死 0 0.0 4 1.6
自動車運転過失致死，道路交通法違反 2 1.7 0 0.0
合 計 116 100.0 247 100.0
【事例】 被告人（男性・29歳）は，業務として普通貨物自動車を運転
し，東京高速道路株式会社線内回り道路を時速約90キロメートルで進行
していたが，事故を起こした区間は道路標識によりその最高速度が40キ
ロメートル毎時と指定され，左方に湾曲する道路だったのにも関わらず，
上記最高速度を遵守することはもとより，道路状況に応じて適宜速度を
調節し，ハンドル・ブレーキを的確に操作して道路を適正に保持しつつ
進行すべき業務上の注意義務があるのにこれを怠り，上記速度のまま曲
がれると軽信し，減速しないまま漫然上記速度で進行し，自車を横転さ
せる危険を感じてハンドルを右転把して急制動した過失により，自車を
右前方に暴走させて対向車線に進出させ，折から対抗直進してきた被害
者 A（男性・当時66歳）運転の普通乗用自動車前部に自車前部を衝突さ
せ，よって被害者 Aに全治約か月間を要する右鎖骨骨折等の傷害を，
被害者 A運転車両の同乗者被害者 B（女性・当時65歳）に加療約188日
間を要する腸間膜血腫等の傷害を，自車に同乗していた被害者 C（女
性・当時28歳）に全治約週間を要する頸椎捻挫等の傷害をそれぞれ負
わせたという事例である。
下記の【事例】は，業務上過失致死傷が適用された事例で懲役刑が選
択されたものである。【事例】では，名の被害者（名死亡，名傷
害）を出すという結果の重大性とともに，最高速度が40キロメートル毎時
と指定された道路を時速時速約100キロメートルで進行するという制限速
度違反の事実が余罪として考慮され，懲役刑が選択されたものと推察され
る。
【事例】 被告人（男性・20歳）は，首都高速道路湾岸線（国道357号
線）を時速約100キロメートルで進行中，疲労と睡眠不足のため眠気を
覚え，前方注視が困難な状態になったのであるから，直ちに運転を中止
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すべき業務上の注意義務があるのにこれを怠り，先を急ぐ余り，直ちに
運転を中止せず漫然上記状態のまま運転を継続した過失により，進行中
に仮睡状態に陥り，目が覚めたものの，折から進路前方で渋滞のため停
車中の被害者 A（男性・当時45歳）運転の普通乗用自動車を前方約20.7
メートルの地点に初めて認め，急制動の措置を講じたが間に合わず，同
車後部に自車前部を衝突させ，その衝撃により被害者 A運転車両をそ
の前方で停止していた被害者 B（男性・当時20歳）運転の普通貨物自動
車後部に衝突させて同車下部に押し込め被害者 A運転車両を大破させ
た上，その衝撃により被害者 B運転車両をその前方で停止していた被
害者 C（男性・当時53歳）運転の大型貨物自動車後部に衝突させ，その
衝撃により同車前部をその前方で停止していた被害者 D（男性・当時
46歳）運転の普通乗用自動車後部に衝突させ，その衝撃により同車前部
をその前方で停止していた被害者 E（男性・当時36歳）運転の普通貨物
自動車後部に衝突させ，よって，即時同所において，被害者 Aを外傷
性頸椎損傷により死亡させ，さらに，被害者 Bに骨盤骨折等の傷害を
負わせ，後日，大学病院において同人を上記傷害による出血性ショック
により死亡させたほか，被害者 Cに加療約16日間を要する腰椎捻挫の
傷害を負わせ，被害者 Dに加療約24日間を要する頸椎部・腰椎部挫傷
の傷害を負わせ，被害者 Eに加療約日間を要する腰部挫傷の傷害を
負わせたという事例である。
下記の【事例】は，業務上過失傷害と道路運送車両法違反が適用され
た事例で禁錮刑が選択されたものである。【事例】では，無車検である
ことに対して，道路運送車両法違反に問われているが，当該行為に対して
は，「月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。」と規定されており，
選択肢として禁錮刑が規定されていない。したがって，当該行為には懲役
刑が選択され，被害者 Bらに対する業務上過失傷害については禁錮刑が
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選択されている。だが本件は，有期の禁錮の長期（年以下（業務上過失
傷害））が有期の懲役の長期（月以下（道路運送車両法違反））の倍を
超えていることから，禁錮のほうが重い刑となり（刑法10条項），禁錮
刑に処された。
【事例】 被告人（男性・33歳）は，法廷の除外事由がないのに，国土
交通大臣の委嘱を受けた最寄りの運輸管理部長又は運輸支局長の行う検
査を受けておらず，有効な自動車検査証の交付を受けているものでない
普通乗用自動車を運転して，片側車線の直線道路の第車両通行帯を
時速約60キロメートルで進行するにあたり，ハンドルおよびブレーキを
的確に操作し，進路の安全を確認しながら運転すべき業務上の注意義務
があるのにこれを怠り，第車両通行帯への進路変更をした際，第車
両通行帯の進路前方でブレーキペダルとアクセルペダルを同時に踏み込
むという不的確な操作をした過失により，被告人車を左前方に暴走させ，
上記道路前方左端路側帯に停車中の被害者 A（男性・当時26歳）運転の
普通乗用自動車の後部部分および同車の後部でトランクを開けて作業中
であった被害者 B（女性・当時60歳）に被告人車前部を衝突させ，被害
者 Bを被告人車前部と被害者 A運転車後部の間に挟み込み，よって，
被害者 Bに加療約	か月間を要する右脛骨開放骨折等の傷害を負わせ
るとともに，運転席に座っていた被害者 Aに加療約12日間を要する腰
椎捻挫の傷害を負わせたという事例である。
第節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）
における刑期の判断基準
．分析手続
（）分析対象
分析の対象は，上記調査対象のうち，刑期が「年超え年以下」であ
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った例と自動車運転過失致死傷罪が適用された19例を除いた341例であ
る。
（）分析方法
分析には，数量化理論第Ⅰ類を用いた。分析では，まず変数の選別をせ
ずに分析し，次に変数増減法を用いた分析を行って，最適なモデルの探索
を行った。
目的変数は，実際の刑期である。これらはすべて，月に換算した（たと
えば，年月の場合には18月とした）。説明変数は，21アイテム・58カ
テゴリーである。なお，各カテゴリーは，単純集計とクロス集計の結果か
ら，見直し（統合）を行っている。
．分析結果
（）変数選別をしない線形回帰による分析結果
①分析精度
表28は，決定係数や重相関係数などを示したものである。重相関係数は
0.661で，決定係数は0.437であった。分析精度はあまり高くなかった。図
29は，理論値と実績値の関係をプロットしたものである。残念ながら少し
分散しており，分析精度が高くないことが示されている。
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表28 決定係数・重相関係数等
決定係数 0.437
自由度修正済み決定係数 0.368
重相関係数 0.661
自由度修正済み重相関係数 0.607
赤池の情報量規準 2196.496
②アイテム・カテゴリーの反応
レンジの上位10位は次のとおりである（表30）。
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図29 理論値と実績値の関係
表30 カテゴリースコア・レンジ
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
告
人
の
属
性
性別
男
女
315
26
0.105
−1.267
1.371 16位 0.417 [ ]
年齢層
20歳未満
20〜29歳
30〜49歳
50〜64歳
65歳以上
4
69
144
89
35
7.907
0.191
0.105
−0.582
−0.230
8.489 位 0.798 [ ]
加害車両
普通・軽乗用車
普通・軽貨物車
大型・中型自動車
二輪車(原付を含む）・その他
165
119
28
29
−0.160
0.245
0.694
−0.765
1.458 15位 0.001 [**]
被
害
者
死亡者数
死亡者あり
死亡者なし
98
243
7.851
−3.166
11.017 位 0.000 [**]
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
201
55
85
−0.128
1.313
−0.548
1.861 11位 0.000 [**]
後遺症（最も
重い負傷者）
あり
なし
64
277
3.848
−0.889
4.738 位 0.147 [ ]
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運転免許
取消・停止・無免許
運転時携帯
28
313
−0.997
0.089
1.086 18位 0.006 [**]
ひ
き
逃
げ
救護不措置
該当
非該当
55
286
0.316
−0.061
0.377 20位 0.104 [ ]
不申告
該当
非該当
59
282
1.532
−0.321
1.852 12位 0.098 [ ]
飲酒
飲酒あり(基準値以下など含む)
飲酒なし
43
298
0.087
−0.013
0.099 21位 0.184 [ ]
事
故
の
状
況
事故の態様
車両対人(自転車乗車中を含む)
車両相互
車両単独
複合・その他
155
171
8
7
0.615
−0.630
−3.006
5.213
8.219 位 0.003 [**]
被害者または
第三者の過失
あり
なし
34
307
−2.659
0.294
2.953 位 0.071 [ ]
示談
成立・成立見込み
不成立
記述なし・不明
94
26
221
0.519
1.123
−0.353
1.475 位 0.049 [*]
被告人の出捐
全額自己負担
一部自己負担（＋保険に
よる支払い）
保険による支払い･その他
出捐なし
記述なし・不明
3
23
137
9
169
−4.827
1.747
−0.129
3.111
−0.213
7.938 位 0.000 [**]
前科の有無
交通違反前歴
罰金
禁錮以上(執行猶予を含む)
前科・前歴なし
記述なし・不明
53
34
34
50
170
−0.921
−0.101
−0.866
0.859
0.228
1.780 13位 0.000 [**]
被害者感情
宥恕・寛大な刑を要求
被害感情大・厳罰を要求
記述なし・不明
42
86
213
1.481
0.987
−0.690
2.171 
位 0.001 [**]
そ
の
他
の
量
刑
に
関
す
る
事
項
養うべき家族
がいる
該当
非該当
21
320
−1.824
0.120
1.944 10位 0.244 [ ]
身元がしっか
りしている
該当
非該当
92
249
−0.765
0.283
1.047 19位 0.128 [ ]
自首した
該当
非該当
3
338
2.160
−0.019
2.179 	位 0.951 [ ]
社会的制裁を
受けた
該当
非該当
32
309
−2.017
0.209
2.226 位 0.658 [ ]
その他
該当
非該当
114
227
−0.794
0.399
1.193 位 0.000 [**]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
位は「死亡者数」［p＝0.000，p≧0.01］であった。致死事件の場合
には，加重因子として強く影響することが示されている。
位は「年齢層」［p＝0.798］であった。分析では，未成年者では加重
される傾向があり，他方50歳以上の者については軽減される傾向が示され
た。しかし，有意水準が％を超えており，サンプルの少なさが影響した
ものと思われる。表31は，未成年者の罪名や判決の主文などを示したもの
である。未成年者による事例のうち例は業務上過失傷害であったが，刑
期は相対的に重かった。
位は「事故の態様」［p＝0.003，p≧0.01］であった。複合型の自動
車事故の場合には被害者数が多くなり，被害の程度が大きくなることから，
加重される傾向があるものと思われる。
位は「被告人の出捐」［p＝0.000，p≧0.01］であった。保険による
支払いなどを含めて，被告人側から何ら被害弁償の措置がとられていなか
ったり，その見込みすらない場合には，加重される傾向が示されている。
位は「後遺症（最も重い負傷者）」［p＝0.000，p≧0.01］であった。
傷害事故の場合でも，被害者に後遺症が残るようなケースでは，加重因子
として強く影響することが示されている。
位は「被害者または第三者の過失」［p＝0.071］であった。事故原因
に被害者や第三者の過失が関係している場合には，刑期の判断では軽減さ
れる傾向が示された。被害者の落ち度として，責任の軽減がはかられてい
交通犯罪の量刑基準（) 211
表31 未成年者の罪名等
犯行時
年齢
罪名 判決の主文
執行
猶予期間
未成年者 17歳 業務上過失傷害，道路交通法違反 懲役年月 年間
未成年者 19歳 業務上過失傷害 禁錮年月 年間
未成年者 19歳 業務上過失傷害，道路交通法違反 懲役年月 年間
未成年者 19歳 業務上過失致死傷，道路交通法違反 懲役年	月 実刑
るものと解釈される。
位は「社会的制裁を受けた」［p＝0.658］であった。社会的制裁を受
けたと評価される場合には軽減される傾向が示されている。
	位は「自首した」［p＝0.951］であった。認定された事例は例しか
なく，有意水準が％を超えていることから，どの程度影響があるのかは
さらに検証する必要があるが，ただ刑法42条項は裁量的減軽を定めてい
ることから，自首と認定されれば，刑期が減軽されているものと推察され
る。

位は「被害者感情」［p＝0.001，p≧0.01］であった。このアイテム
では，「宥恕・寛大な刑を要求」と「被害感情大・厳罰を要求」はいずれ
もプラスに作用し，両者の間の差は小さく，また「記述なし・不明」がマ
イナスに作用している。レンジは
位であるが，「記述なし・不明」が影
響したものであるから，本分析ではどの程度影響あるかを正確には理解で
きない。
10位は「養うべき家族がいる」［p＝0.244］であった。子どもや年をと
った親など養うべき家族がいる場合には，軽減される傾向が示されている。
（）変数増減法を用いた線形回帰による分析結果
①分析精度
表32は，決定係数や重相関係数などを示したものである。重相関係数は
0.621で，決定係数は0.386であった。分析精度は高くなかった。
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表32 決定係数・重相関係数等
決定係数 0.386
自由度修正済み決定係数 0.367
重相関係数 0.621
自由度修正済み重相関係数 0.606
赤池の情報量規準 2171.806
②変数増減法によるモデル式
表33は，変数増減法によるモデル式を示したものである。変数増減法に
よって，次のつのアイテムが選別された。レンジ位は「死亡者数」
［p＝0.000，p≧0.01］，位は「事故の態様」［p＝0.003，p≧0.01］，
位は「後遺症（最も重い負傷者）」［p＝0.147］，位は「負傷者数」［p＝
0.000，p≧0.01］，位は「被害者または第三者の過失」［p＝0.071］，
位は「養うべき家族がいる」［p＝0.244］，位は「救護不措置」［p＝
0.104］であった。変数増減法による分析では，位に「負傷者数」が，
位に「救護不措置」があがってきた。
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表33 変数増減法によるモデル式
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
害
者
死亡者数
死亡者あり
死亡者なし
98
243
8.818
−3.556
12.374 位 0.000 [**]
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
201
55
85
0.151
1.880
−1.573
3.453 位 0.000 [**]
後遺症（最も
重い負傷者）
あり
なし
64
277
4.348
−1.005
5.352 位 0.147 [ ]
救護不措置
該当
非該当
55
286
1.753
−0.337
2.090 位 0.104 [ ]
事故の態様
車両対人(自転車乗車中を含む)
車両相互
車両単独
複合・その他
155
171
8
7
0.689
−0.752
−1.245
4.538
5.782 位 0.003 [**]
被害者または第三
者の過失
あり
なし
34
307
−1.960
0.217
2.177 位 0.071 [ ]
養うべき家族が
いる
該当
非該当
21
320
−1.999
0.131
2.130 位 0.244 [ ]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
．刑期の判断基準に関する小括
いずれの分析でも分析精度は高くなかった。しかしながら，一定の傾向
が見て取れる。変数増減法によるモデル式で示されたように，「死亡者数」，
「事故の態様」，「後遺症（最も重い負傷者）」，「負傷者数」などの結果の重
大性が刑期の判断に大きな影響を与えている。他方で，「被害者または第
三者の過失」，「養うべき家族がいる」などは軽減因子として影響を与えて
いる。なお，救護不措置については，その罰則（道路交通法72条項前
段）が，年以下の懲役または50万円以下の罰金と規定され（道路交通法
117条項），また当該車両等の交通による人の死傷が当該運転者の運転に
起因するものである場合には10年以下の懲役または100万円以下の罰金と
規定されており（道路交通法117条項），刑罰が重いことから，一定の加
重因子として機能していると思われる。
第節 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）
における実刑・執行猶予の判断基準
．分析手続
（）対象
分析の対象は，上記調査対象のうち，刑期が「年超え年以下」であ
った例を除いた360例である。
（）分析方法
分析には，数量化理論第Ⅱ類を用いた。分析では，まず変数の選別をせ
ずに線形判別を行い，次に変数増減法を用いたマハラノビス距離の判別を
行って，最適なモデルの探索を行った。
目的変数は，「実刑」（43例），「執行猶予」（317例）のカテゴリーであ
る。説明変数は，21アイテム・58カテゴリーである。
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．分析結果
（）変数選別をしない線形判別による分析結果
①分析精度
表34は，相関比と各群の平均値を示したものである。相関比は0.356で
あった［p＝0.000，p≧0.01］。各群の平均は，「実刑」が1.6209で，「執
行猶予」が−0.2199であった。
表35は，対象とした360例の判別結果を示したものである。実績群は，
実際の実刑・執行猶予の判断であり，推定群は，分析結果から算出された
基準によって推定された実刑・執行猶予の判断である。判別的中率は
84.7％であった。「実刑」（43例）の群は，83.7％（36例）が推定どおりで
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表34 相関比と各群の平均値
平均 分散 標準偏差
実刑 1.6209 0.9498 0.9746
執行猶予 −0.2199 0.6021 0.7759
全体 0.0000 1.0000 1.0000
相関比 0.356
p値 0.000
判定 [**]
表35 判別的中点による判別
実績群
実刑 執行猶予
n 43 317
推定群
実刑
84 36 48
83.7％ 15.1％
執行
猶予
276 7 269
16.3％ 84.9％
判別的中率 84.7％
あり，16.3％（例）は執行猶予が妥当だと推定された。「執行猶予」
（317例）の群は，84.9％（269例）が推定どおりであり，15.1％（48例）
は実刑が妥当だと推定された。
②アイテム・カテゴリーの反応
レンジの上位10位は次のとおりである（表36）。
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表36 カテゴリースコア・レンジ
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
告
人
の
属
性
性別
男
女
333
27
0.000
−0.004
0.004 21位 0.890 [ ]
年齢層
20歳未満
20〜29歳
30〜49歳
50〜64歳
65歳以上
4
73
152
95
36
0.208
0.177
0.036
−0.295
0.243
0.539 10位 0.228 [ ]
加害車両
普通・軽乗用車
普通・軽貨物車
大型・中型自動車
二輪車(原付を含む)・その他
178
123
29
30
0.007
0.051
0.053
−0.303
0.356 15位 0.346 [ ]
被
害
者
死亡者数
死亡者あり
死亡者なし
103
257
0.929
−0.373
1.302 位 0.002 [**]
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
211
59
90
0.032
0.570
−0.448
1.018 位 0.025 [*]
後遺症（最も
重い負傷者）
あり
なし
64
296
0.348
−0.075
0.423 14位 0.564 [ ]
運転免許
取消・停止・無免許
運転時携帯
34
326
0.141
−0.015
0.155 17位 0.281 [ ]
ひ
き
逃
げ
救護不措置
該当
非該当
63
297
1.449
−0.307
1.757 位 0.056 [ ]
不申告
該当
非該当
67
293
−1.108
0.253
1.362 位 0.095 [ ]
飲酒
飲酒あり(基準値以下など含む)
飲酒なし
49
311
0.464
−0.073
0.538 11位 0.015 [*]
車両対人(自転車乗車中を含む) 164 0.082 0.882 	位 0.109 [ ]
位は「前科」［p＝0.000，p≧0.01］であった。禁錮以上（執行猶予
を含む）の前科がある場合には，実刑の選択に強く影響することが示され
ている。これは，執行猶予の人的範囲が，前に禁錮以上の刑に処せられた
ことがない者や，前に禁錮以上の刑に処せられたことがあっても，その執
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事
故
の
状
況
事故の態様
車両相互
車両単独
複合・その他
181
8
7
−0.099
0.707
−0.175
被害者または
第三者の過失
あり
なし
34
326
−0.187
0.020
0.207 16位 0.602 [ ]
示談
成立・成立見込み
不成立
記述なし・不明
101
28
231
−0.304
−0.198
0.157
0.462 12位 0.596 [ ]
被告人の出捐
全額自己負担
一部自己負担（＋保険によ
る支払い）
保険による支払い・その他
出捐なし
記述なし・不明
4
26
140
12
178
0.343
0.542
−0.129
1.594
−0.093
1.723 位 0.000 [**]
前科の有無
交通違反前歴
罰金
禁錮以上(執行猶予を含む)
前科・前歴なし
記述なし・不明
57
37
37
54
175
0.355
−0.059
1.492
−0.402
−0.295
1.894 位 0.000 [**]
被害者感情
宥恕・寛大な刑を要求
被害感情大・厳罰を要求
記述なし・不明
47
90
223
−0.377
0.858
−0.267
1.235 位 0.000 [**]
そ
の
他
の
量
刑
に
関
す
る
事
項
養うべき家族
がいる
該当
非該当
22
338
0.007
0.000
0.008 20位 0.108 [ ]
身元がしっか
りしている
該当
非該当
101
259
−0.087
0.034
0.120 18位 0.004 [**]
自首した
該当
非該当
4
356
0.618
−0.007
0.625 
位 0.018 [*]
社会的制裁を
受けた
該当
非該当
33
327
−0.012
0.001
0.013 19位 0.085 [ ]
その他
該当
非該当
128
232
−0.280
0.155
0.435 13位 0.208
[ ]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
行が終わった日またはその執行の免除を得た日から年以内に禁錮以上の
刑に処せられたことがない者であることから（刑法25条項），年以下
の懲役または禁錮で，情状に特に酌量すべきものがないときは，実刑とな
ることも影響していると思われる。
位は「救護不措置」［p＝0.056］であった。いわゆるひき逃げの場合
には，実刑を選択する傾向が示されている。犯行態様の悪さが影響するも
のと推察される。
位は「被告人の出捐」［p＝0.000，p≧0.01］であった。被告人が被
害者側に見舞金などを全く出捐していない場合や保険金による被害弁償が
なされていない場合には，実刑判断に強く影響する傾向が示されている。
位は「不申告」［p＝0.095］であった。いわゆるひき逃げであっても，
不申告である場合には実刑・執行猶予の判断にはあまり影響していない。
救護不措置（道路交通法72条項前段）の罪責（道路交通法117条項，
道路交通法117条項）と，不申告（道路交通法72条項後段）の罪責
（道路交通法119条項10号）との差に起因するものと思われる。
位は「死亡者数」［p＝0.002，p≧0.01］であった。被害者が死亡し
た場合には，結果の重大性から，実刑の判断に強く影響することが示され
ている。
位は「被害者感情」［p＝0.000，p≧0.01］であった。被害者は通常，
被告人（加害者）に対して厳罰感情を持つことから，被害者の厳罰感情が
実刑に大きな影響を与えているというよりは，加害者が事故後に被害者に
対して謝罪・慰謝し，被害者が感情を宥恕するということが，軽減因子と
して，執行猶予の判断に影響する傾向が示されているものと解釈される。
位は「負傷者数」［p＝0.025，p≧0.05］であった。負傷者が複数存
在する場合には，結果の重大性から，実刑の判断に影響することが示され
ている。
	位は「事故の態様」［p＝0.109］であった。スピード超過やハンドル
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操作のミスによって工作物に衝突するなどの車両単独事故の場合には，実
刑の判断に影響する傾向が示されている。

位は「自首した」［p＝0.018，p≧0.05］であった。自首の場合に，
実刑の判断に強く影響する傾向があらわれているが，認定された事例は
例しかないことから，どの程度影響があるのかはさらに検証しなくてはな
らないであろう。
10位は「年齢層」［p＝0.228］であった。50〜64歳の年齢層では，執行
猶予判断に影響する傾向が示された。しかし，有意水準が％を超えてい
ることから，さらなる観察が必要であろう。
③線形判別による結果
表37は，対象とした360例の判別結果をサンプルスコア階級別に示した
ものである。判別的中点は，0.5677であった。実刑の群において，判別的
中点を下回る「0.25〜0.75」の階級（禁錮と推定）には例，「−
0.25〜0.25」の階級には例，「−0.75〜−0.25」の階級には例あった。
他方で，執行猶予の群において，判別的中点を上回る「0.25〜0.75」の階
級（実 刑 と 推 定）に は 14 例，「0.75〜1.25」の 階 級 に は 23 例，
「1.25〜1.75」の 階 級 に は  例，「1.75〜2.25」の 階 級 に は  例，
「2.25〜2.75」の階級には例，「2.75〜3.25」の階級には例あった。
（）変数増減法を用いたマハラノビス距離の判別による分析結果
①分析精度
表38は，マハラノビス距離の判別による結果を示したものである。判別
的中率は85.3％であった。「実刑」（43例）の群は，86.0％（37例）が推定
どおりであり，14.0％（例）が執行猶予が妥当だと推定された。「執行
猶予」（317例）の群は，85.2％（270例）が推定どおりであり，14.8％
（47例）が実刑が妥当だと推定された。
②変数増減法によるモデル式
表39は，変数増減法によるモデル式を示したものである。変数増減法に
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表38 マハラノビス距離の判別による結果
実績群
実刑 執行猶予
n 43 317
推定群
実刑
84 37 47
86.0％ 14.8％
執行
猶予
276 6 270
14.0％ 85.2％
判別的中率 85.3％
表37 サンプルスコア階級別度数表
階級 n
階級幅 階級値 全体 実刑 執行猶予
−2.75〜−2.25 −2.50 0 0 0.0％ 0 0.0％
−2.25〜−1.75 −2.00 2 0 0.0％ 2 0.6％
−1.75〜−1.25 −1.50 16 0 0.0％ 16 5.0％
−1.25〜−0.75 −1.00 66 0 0.0％ 66 20.8％
−0.75〜−0.25 −0.50 85 1 2.3％ 84 26.5％
−0.25〜0.25 0.00 79 3 7.0％ 76 24.0％
0.25〜0.75 0.50 43 4 9.3％ 39 12.3％
0.75〜1.25 1.00 29 6 14.0％ 23 7.3％
1.25〜1.75 1.50 11 8 18.6％ 3 0.9％
1.75〜2.25 2.00 13 9 20.9％ 4 1.3％
2.25〜2.75 2.50 10 7 16.3％ 3 0.9％
2.75〜3.25 3.00 6 5 11.6％ 1 0.3％
3.25〜3.75 3.50 0 0 0.0％ 0 0.0％
合 計 360 43 100.0％ 317 100.0％
判別的中点による推定群
判別的中点 0.5677
よって，次のつのアイテムが選別された。レンジ位は「前科の有無」
［p＝0.000，p≧0.01］，位は「被告人の出捐」［p＝0.000，p≧0.01］，
位は「被害者感情」［p＝0.000，p≧0.01］，位は「死亡者数」［p＝
0.002，p≧ 0.01］，位は「負傷者数」［p＝ 0.025，p≧ 0.05］，位は
「（その他の量刑に関する事項）その他」［p＝0.208］であった。
．実刑・執行猶予の判断基準に関する小括
すべての分析で，分析精度が比較的高かった。実刑の判断に影響してい
るのは，禁錮以上（執行猶予を含む）の前科，見舞金や被害弁償などの慰
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表39 変数増減法によるモデル式
アイテム名 カテゴリー名 n
カテゴリー
スコア
レンジ p値 判定
被
害
者
死亡者数
死亡者あり
死亡者なし
103
257
0.900
−0.361
1.260 位 0.002 [**]
負傷者数
負傷者人
負傷者人以上
負傷者なし
211
59
90
0.047
0.691
−0.562
1.253 位 0.025 [*]
被告人の出捐
全額自己負担
一部自己負担（＋保険によ
る支払い）
保険による支払い・その他
出捐なし
記述なし・不明
4
26
140
12
178
0.304
0.666
−0.221
1.696
−0.045
1.916 位 0.000 [**]
前科の有無
交通違反前歴
罰金
禁錮以上(執行猶予を含む)
前科・前歴なし
記述なし・不明
57
37
37
54
175
0.378
−0.082
1.601
−0.471
−0.299
2.071 位 0.000 [**]
被害者感情
宥恕・寛大な刑を要求
被害感情大・厳罰を要求
記述なし・不明
47
90
223
−0.492
0.941
−0.276
1.433 位 0.000 [**]
その他
該当
非該当
128
232
−0.321
0.177
0.498 位 0.208 [ ]
［*］p≦0.05 ［**］p≦0.01
謝措置がなされていないこと，被害者が死亡した場合や負傷者が人以上
の場合などの結果の重大性である。他方で，事故後に加害者側が誠意をも
って慰謝措置をとり，それを受けて被害者側が宥恕・寛大な刑を要求して
いる場合（厳罰までは求めていないような場合も含む）には，執行猶予の
判断に強く影響するという結果が示された。加害者側は，起こした事故に
対して，事故後，誠意を持って被害者に謝罪し，慰謝措置を取ることが重
要であると思われる。
注
（） 本稿における交通犯罪は，自動車事故に対して自動車運転過失致死傷罪（業
務上過失致死傷罪）や危険運転致死傷罪が適用された事例のことをいう。
（） このあいだ道路交通法も改正され，反則行為に対する罰則が強化されている。
（） 井上宏ほか「刑法の一部を改正する法律の解説」法曹時報54巻号（2002年）
33頁以下，同「自動車運転による死傷事犯に対する罰則の整備（刑法の一部改正）
等について」ジュリスト1216号（2002年）36頁以下，山田利行「危険運転致死傷
罪の新設等─刑法の一部を改正する法律」時の法令1664号（2002年）22頁以下，
同「刑法の一部を改正する法律の概要」警察学論集55巻号（2002年）114頁以下，
同ほか「『刑法の一部を改正する法律』及び『刑事訴訟法等の一部を改正する法
律』について─平成13年12月日公布・法律第138号・第139号」法律のひろば55
巻号（2002年）56頁以下，佐伯仁志「交通犯罪に関する刑法改正」法学教室258
号（2002年）71頁以下などを参照。
（） 松本裕ほか「刑法等の一部を改正する法律について」法曹時報57巻号
（2005年）31頁以下，同「凶悪・重大犯罪に対処するための刑事法の整備─刑法等
の一部を改正する法律」時の法令1732号（2005年）頁以下，佐藤弘規「凶悪・
重大犯罪に適正に対処するための刑法等の一部を改正する法律の概要」法律のひ
ろば58巻号（2005年）頁以下，同「刑法等の一部を改正する法律」ジュリス
ト1285号（2005年）33頁以下などを参照。
（） 眞田寿彦ほか「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」ジュリスト1318
号（2006年）67頁以下，安永健次「罰金刑の新設等のための刑事法の整備─刑法
及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」時の法令1775号（2006年）31頁以下，同
「『刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律』について」刑事法ジャーナル号
（2006年）84頁以下などを参照。
（） 伊藤栄二ほか「『刑法の一部を改正する法律』について」法曹時報59巻	号
（2007年）27頁以下，江口和伸「刑法の一部を改正する法律について」ジュリスト
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1342号（2007年）135頁以下，同「『刑法の一部を改正する法律』について」刑事
法ジャーナル
号（2007年）80頁以下，同「自動車運転過失致死傷罪の新設と危
険運転致死傷罪の対象となる自動車の範囲の拡大─刑法の一部を改正する法律」
時の法令1792号（2007年）28頁以下などを参照。
（） 業務上過失致死傷罪（自動車運転過失致死傷罪）と危険運転致死傷罪の適用
基準については，別稿にて分析・検討したいと思う。
（	） 法務省法務総合研究所『平成22年版犯罪白書』（2010年）23頁。
（
） 前掲注（	），23頁。
（10） 前掲注（	），23頁。
（11） 前掲注（	），24頁。
（12） 前掲注（	），25頁。
（13） 前掲注（	），26頁。
（14） 前掲注（	），26頁。
（15） 前掲注（	），27頁。
（16） 本調査の対象とした判決謄本は，法務省法務総合研究所と東京地方検察庁に
ご協力いただき，収集した。法務省法務総合研究所と東京地方検察庁に厚くお礼
申し上げます。
（17） 本調査は，財団法人社会安全研究財団2008年度一般研究助成（岡田好史＝岩
井宜子＝渡邊一弘＝柴田守「自動車事故による交通犯罪の量刑基準─危険運転致
死傷罪における科刑基準を中心に─」）と，同2010年度若手研究助成（柴田守「量
刑の数量化基準に関する基礎的研究─自動車の致死傷事件の判決を素材とし
て─」）により，実施した。財団法人社会安全研究財団に厚くお礼申し上げます。
（18） 松宮崇＝徳山孝之＝岩井宜子「量刑の数量化に関する基礎的研究─自動車事
故事件について─」法務総合研究所研究部紀要14（1971年）
頁以下，松宮崇＝
徳山孝之＝岩井宜子「自動車事故事件の量刑に関する研究（第報告 刑種の選
択）」法務総合研究所研究部紀要15（1972年）109頁以下，松宮崇＝徳山孝之＝黒
田修生＝岩井宜子「自動車事故事件の量刑に関する研究（第報告 実刑・執行猶
予の基準について）」法務総合研究所研究部紀要16（1973年）81頁以下。
（19） 説明を要する調査項目だけを取り上げて，あらかじめ説明しておく。「⑥被害
者数」については，つの事故におけるすべての被害者数をチェックした。たと
えば，人死亡し，人が負傷したという場合には，「（）死亡者数」は人，
「（）負傷者数」は人としている。他方で，「（）傷害の程度（最も重い負傷
者）」および「（）後遺症（最も重い負傷者）」については，最も重い負傷者のみ
を取り上げて，その状況をチェックした。たとえば，前記の例において，負傷し
た人のけがの状況が，それぞれ全治週間，週間，ヶ月でいずれも後遺症
がないと想定した場合には，最も重い全治ヶ月の負傷者を取り上げ，「（）
ヶ月未満」，「（）後遺症なし」とチェックした。また，「⑪被告人の法令違反」，
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「⑫事故の態様」，「⑭被害者または第三者の過失」，「⑮被害時の行動」については，
判決謄本に記載された「罪となるべき事実」から事故の状況を把握し，各カテゴ
リーに該当するかどうかをチェックした。いずれも複数該当する場合があること
から，これらの項目は複数チェックを可能とした。そして，「⑰示談」，「⑱賠償
額」，「⑲被告人の出捐」，「⑳前科の有無」，「㉑被害者感情」，「㉒その他量刑に関
する事項」については，「量刑の理由」から該当するカテゴリーをチェックした。
ただ，収集した判決謄本には調書判決が比較的多くあり，「量刑の理由」が記載さ
れていない判決もあったことから，このような判決については，「（99）記載なし・
不明」のカテゴリーをチェックしている。「④判決の主文」および「⑧主たる罪
名」については，「法令の適用」から該当するカテゴリーをチェックした。
（20） 研究アシスタントとしてご協力いただいた張光雲さん（専修大学社会知性開
発研究センター RA・専修大学大学院法学研究科博士後期課程）と暮井真絵子さん
（成城大学大学院法学研究科博士課程後期）に厚くお礼申し上げます。
（21） 信号無視については，赤信号無視型の危険運転致死傷罪（刑法208条の第
項後段）との関係について検証すべき課題である。
（22） 酒酔い・酒気帯び運転については，飲酒等影響型の危険運転致死傷罪（刑法
208条の第項前段）との関係について検証すべき課題である。
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